
資 料 ２

ＲＤ最終処分場問題の県の対応についての個別評価（素案）

第１期 《 産廃処理業許可から硫化水素ガス発生まで(HS54.12.26～H11.10.11) 》

（昭和 年 月 日～昭和 年７月 日）１．産業廃棄物処理業の許可等 54 12 26 57 13
〔概要〕

54 11 12 9,781佐野正 個人 は 昭和 年 月 日付けで安定型の産業廃棄物最終処分場 面積（ ） 、 （
㎡、容量 以下「処分場」という。 の設置届出を行い、県は、昭和 年３月１60,242 55㎥。 ）

日付けでこれを受理した。また、佐野産業（株）の設立に伴い、昭和 年６月 日付け57 24
で法人としての産業廃棄物処理施設（最終処分場：面積 ㎡、容量 ㎥）の設置9,781 30,712
届出および個人としての産業廃棄物処理施設の廃止届出を行い、県は同年７月 日付け13
でこれを受理した。
産業廃棄物処理業については、昭和 年 月 日付けで個人としての産業廃棄物処54 11 12

理業（最終処分）の許可申請を行い、県は同年 月 日付けでこれを許可した。また、12 26
佐野産業（株）の設立に伴い、昭和 年６月 日付けで産業廃棄物処理業（収集運搬・57 23
最終処分）の許可申請および個人としての産業廃棄物処理業の廃止届出を行い、県は同年
７月 日付けで産業廃棄物処理業（収集運搬・最終処分）の許可を行い、個人としての13
産業廃棄物処理業の廃止届を受理した。なお、最終処分の許可品目は、工作物の除去に伴

、 、って生じたコンクリートの破片その他これに類する不要物 ガラスくずおよび陶磁器くず
ゴムくず、廃プラスチック類の４品目である。

〔評価〕
当時の廃棄物処理法では、安定型産業廃棄物最終処分場については面積が ㎡を超3,000

えるものについて、事前の届出を義務づけていた。県は、届出のあった最終処分場の設置
計画が総理府令・厚生省令で定める技術上の基準に適合していないと認める場合は、計画
の変更を命ずることができたが、本件届出は、技術上の基準に適合しているものとして受
理されている。
産業廃棄物処理業については許可制となっており、許可基準に適合していれば許可しな

ければならないいわゆる覊束裁量とされていたが、本件許可申請は、廃棄物処理法に規定
する欠格要件に該当せず、事業の用に供する施設および申請者の能力が厚生省令で定める
技術上の基準を満たしているものとしてこれを許可している。また、地元自治会より同意
書を取得していた。
以上の県の対応には、特段問題となるような点はなかったと考えられる。

２．最終処分場の残余容量の把握（昭和54年～）
〔概要〕

社は、前記の通り昭和 年に最終処分場を設置して以降、平成 年の産業廃棄物RD 54 10
処理業（最終処分）の廃止までの間に、次のとおり処分場を拡張している。
ア 昭和 年５月 日 処分場の変更届出（面積： ㎡、容量： ㎥）60 14 23,386 183,150
イ 平成６年９月 日 第２処分場の設置許可（面積： ㎡、容量： ㎥）29 8,652 59,550
また、最終処分場における 社の産業廃棄物の処理状況を把握するものとして、平成RD

４年から平成 年までの間に関しては、廃棄物処理法施行規則に基づき提出する産業廃12
棄物処理実績報告書があった。また、平成２年および平成３年については、その提出根拠
は定かではないものの、産業廃棄物処理実績報告の記録が残っている。

〔評価〕
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昭和 年からの処分場の設置、変更に係る届出・許可の際の許可容量については、特54
段問題となるべき点は見あたらない （平成６年の第２処分場の設置許可については後記。
５を参照）なお、平成３年の法改正により、新たに産業廃棄物処理施設の使用前検査制度
が設けられ、第２処分場については使用前検査を行っている。
処分場の残余容量の把握については、平成 年 月に一般廃棄物の最終処分場及び産16 10

業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める政令（昭和 年総理府・厚生省令第52
１号）が改正されるまでは、法令上事業者が残余容量を測定し、記録することは課せられ
てなく、現存する書類からは、県もＲＤ社に対する指導監督上、最終処分場の残余容量を
積極的に把握しようとしていた形跡は見受けられない。また、産業廃棄物処理業の更新許
可の際においても、ＲＤ社が申告していた最終処分場の残余容量をそのまま受け入れてい
たようである。

社が提出した産業廃棄物処理実績報告書に記載されている産業廃棄物処理施設（埋RD
立施設）の年間処理量（単位：㎥）は実埋立量ではないと思われるが、年間処理量に減容
率を乗じたものを埋立量とするとしても、減容率の算出基準は一定ではなく、正確な埋立
量を把握することは困難であったのかもしれない。しかし、一方で許可容量に比して年間
処理量がやや多いのではないかという見方もできると思われる。
しかし、県は提出された産業廃棄物処理実績報告書について、内容を精査せず漫然と受

理し、当該年度における最終処分場の残余容量の推計も行っていなかったようである。
なお、平成 年に県が行った追加調査の結果、処分場底面が当初計画から平均約５ｍ19

掘削されており、産業廃棄物の推定埋立容量は、許可容量の約 倍の約 万㎥である1.8 72
ことが判明しているが、一般的に、最終処分場については、産業廃棄物の受入量が増加す
ることは、すなわち売り上げの拡大につながることから、産業廃棄物処理業者は容量超過
をしても処分量を増やしたいという意識が働きがちであるといわれる。したがって、ＲＤ
社を指導監督する立場の県としては、産業廃棄物処理実績報告書の精査や、立入検査によ
り把握できるその時々における最終処分場の現況、航空写真等の情報等を総合して超過埋
立ての兆候がないか監視をすべきであり、その点においては県の一連の対応は不十分であ
った。

３．同一場所での最終処分、中間処理、収集運搬の許可の保有（昭和61年～）
〔概要〕
ＲＤ社は、昭和 年 月 日付けで産業廃棄物処理業（収集運搬・最終処分）の許可57 7 13

を取得した後、昭和 年 月 日付けで中間処理（破砕 、昭和 年 月５日付けで59 10 30 61 12）
中間処理（焼却）の許可を取得し、以降、許可品目を拡大しながら、本件最終処分場と同
一の場所で中間処理（破砕・焼却）を行う体制が続くことになった。
〔評価〕
本件処分場は安定型処分場であり、埋立処分できる許可品目は前記のとおり、工作物の

除去に伴って生じたコンクリートの破片その他これに類する不要物、ガラスくずおよび陶
磁器くず、ゴムくず、廃プラスチック類の４品目である。しかし、同一の場所で、最終処
分の許可品目以外の中間処理が行われると、本来安定４品目しか埋め立てられない最終処
分場に許可品目以外の産業廃棄物が不適正処分される可能性は、作業中に紛れてしまった
り、中間処理のため搬入した産業廃棄物の中間処理を行わず、違法に最終処分場に埋め立
ててコストを浮かせるということも容易に想定されることから、その場所で最終処分のみ
しか行わない場合に比べて高くなると思われる。

、 、同一の場所で最終処分と中間処理を行うことは 廃棄物処理法上は違法なものではなく
これらの許可をしたことは適正であったと考えるが、前記のような可能性を考慮した上で

、 。RD社に対する指導監督を行ってきたのかという点については 疑問を持たざるを得ない

（平成３年９月～平成４年２月）４．許可区域外の掘削・埋立てに対する対応
〔概要〕
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平成３年９月 日、県工業技術センターより、同センターとＲＤ社との間の土地で掘11
削が行われており、ＲＤ社に確認すると信楽焼の陶土を採取していると回答があった。
同年 月２日、地元住民より先の掘削地で廃棄物を埋め立てているとの通報があり、11

ＲＤ社に確認すると、当該掘削地は許可区域内であると主張するも、計画図面より許可区
域外であることが判明し、県は行為の中止を指導した。
同年 月３日、地元住民より、先の掘削地とは別の場所で掘削が行われているとの通12

報があり、県が立入りを行うと、北尾団地側に深さ約 ｍの規模で掘削工事が進められ15
ているのを確認した。ＲＤ社は、許可区域内における延長工事の一環であり、仮に一部許
可区域外にかかってていたとしても、産業廃棄物処理施設の軽微変更（処理能力の ％10
以内の変更）に当たり、変更届出も不要であると主張し、これに対して県は正式に測量を
実施して図面を作成し、提出するよう指導した。その後、地元住民からの通報により２度
に渡り、当該掘削地において廃棄物が埋立てられている事実を確認し、中止するよう指導
を行った。また、同年 月 日の立入調査では、明らかに許可区域外と思われる部分に12 18
廃棄物を投棄していることや、廃プラスチックや廃溶剤が野積みされていることを確認し
た。
その後、測量の結果から、当該掘削地は全て許可区域外であることが判明し、県はＲＤ

社との協議の中で廃棄物の撤去と良質土での埋め戻しを指導し、併せて文書指導も行うこ
ととした。しかし、平成４年１月 日に地元住民より再度ＲＤ社が残土と称して廃プラ13
スチックを混在して埋め戻しているとの通報があった。
県は、同年２月１日付けでＲＤ社に対し文書指導を行い、４項目の改善を指導した。こ

れに対して、ＲＤ社から同年２月 日に是正計画書が提出され、県は同年２月 日付け18 25
でこれを受理し、ＲＤ社に通知した。なお、この通知において、県は是正完了後の完了報
告書の提出と県による完了検査の受検を指導しているが、現存する書類からは、完了報告
書の提出および完了検査の実施の有無については不明である。

〔評価〕
当時は、産業廃棄物最終処分場のような産業廃棄物処理施設の設置は届出制であり、処

分場の規模の変更についても届出が必要であったが、変更の届出をしなかった者に対して
発動できる行政処分はなかったが、産業廃棄物処理業者が廃棄物処理法違反の行為をした
ときは、同法第 条第８項において準用する同法第７条第 項の規定に基づき、事業停14 11
止命令を行うことが可能であり、また、本件事案においては、当初 社は県の廃棄物のRD
埋立ての中止を求めた口頭での指導に従っていないことも含め、行政処分も視野に入れた
対応を検討すべきであったのではないか。
また、この時期において、 社の違法行為に対して厳格な措置をとらず、また、区域RD

外埋立てに対して廃棄物の撤去の確認のため、掘削を指導するなどの対応を行わなかった
ことが、後に許可容量を大きく超える埋立てを許した遠因になったとも考えられる。

（平成６年９月 日）５．第２処分場の設置許可等 29
〔概要〕

社は、従来の処分場に隣接して新たな処分場（第２処分場）を設置することを計画RD
し、平成５年９月３日付けで産業廃棄物処理施設設置許可事前審査願および産業廃棄物処
理業変更届を草津保健所に提出し、同所は当該書類を同年９月９日付けで県庁環境整備課
に進達し、同課は同月 日付けでこれを収受した。10
県は、申請書類の内容を事前審査の上、平成６年９月８日付けで産業廃棄物処理施設設

置許可申請書を正式に受付し、本件許可申請が法第 条第２項各号に規定する許可の基15
準に適合しているものとして、同年９月 日付けで設置を許可するとともに、同日付け29
で産業廃棄物処理業変更届を受理した。
その後、平成７年４月 付けで 社から産業廃棄物処理施設使用前検査申請書が提21 RD

、 、 、出され 同月 日に県は法第 条第３項の規定による使用前検査を実施し 検査の結果27 15
法第 条第２項第１号の技術上の基準に適合しているとして、同日付けで産業廃棄物処15
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理施設使用前検査結果通知書を草津保健所を経由して 社に交付した。RD

〔評価〕
平成３年の廃棄物処理法の改正に伴い、平成４年７月から産業廃棄物処理施設の設置に

ついては、届出制から許可制に規制が強化されている。その許可基準は、総理府令・厚生
省令で定める技術上の基準に適合していることおよび災害防止のための計画が定められて
いることである。
本件許可手続の過程においては、後記の平成５年頃からの産業廃棄物の不適正保管が継

続しており、また、許可直前の平成６年９月には、 社が昭和 年頃から産業廃棄物のRD 60
収集運搬に関し、収集運搬業の許可を持たない業務委託先の車両を自社の収集運搬車両と
して、当該業務委託先の従業員を自社従業員として収集運搬業の許可を受け、法に違反す
る再委託を行っていたことが判明している。
県は、当初、この違法な再委託の状況が是正されるまでは、第２処分場の設置許可申請

の正式受付を見送る方針であったようであるが、是正に約４ヶ月と時間を要すること等か
ら 社が県に対して要請していたとおり、是正の確約書を提出をもって第２処分場の許RD
可申請を受付し、許可することに方針転換をしている。なお、確約書に係る是正の完了を
県が確認したかどうかは、現存する書類からは不明である。
当時の産業廃棄物処理施設の設置の許可基準には、平成 年に法改正がなされるまで12

は、産業廃棄物処理業の許可基準のいわゆる「おそれ条項」のような産業廃棄物処理施設
の設置者の適格性を審査する許可基準は存在せず、また、産業廃棄物処理施設の設置許可
は許可基準に適合している場合は、必ず許可しなければならないいわゆる覊束裁量である
と考えられていたことから、前記の 社の違反行為や、過去の法違反の経緯を理由としRD
て、第２処分場の設置を不許可とすることは難しいと考えられ、設置を許可したことはや
むを得なかったと思われる。
また、収集運搬業の再委託については、昭和 年頃から長期に渡っていたことを勘案60

し、業務停止命令を別途検討するべきであった。

（平成６年～平成７年）６．ばい煙・ばい塵の苦情に対する対応
〔概要〕
平成６年頃から平成７年頃にかけて、 社の焼却施設から発生したばい煙、ばい塵にRD

対して住民からの苦情が頻発した。個別の事実と県の対応は以下の通りである。
ア 平成６年７月 日、地元住民より 社の焼却施設から黒煙が出ているとの苦情13 RD

、 、 。があり 県は同日 社に立入りを行い 指導を行うとともに顛末書の提出を求めたRD
同年９月 日に 社より顛末書が提出された。27 RD

イ 平成６年 月 日、県工業技術センターより、悪臭とばい塵の飛散が多いとの連10 17
絡があった。県は同月 日に 社に立入り、焼却施設の更新を含め、焼却物が完19 RD
全燃焼するような対策を講じ、報告するよう指導した。同年 月９日、 社より11 RD

報告があった。
ウ 平成７年５月 日、地元住民より、ばい塵飛散の苦情があり、県は同日苦情主の10

RD RD元へ出向き 現場確認を行うとともに 原因と思われる 社に立入りを行った、 、 。
社によると「特に焼却施設に異常はない」とのことであったが、調査の上、原因があ
れば対策を報告するよう指導した。同月 日、 社より原因と改善策についての報19 RD
告書が提出された。

エ 平成７年６月５日、地元住民より、ばい塵飛散の再苦情があり、県は同日苦情主の
元へ出向き、現場確認を行った結果、ばい塵ではなく焼却灰の飛散である可能性が判
明した。その後、 社に立入りを行い焼却灰の飛散した原因を調査し、その結果をRD
報告するよう指導した。同月 日、 社より報告書が提出された。19 RD

オ 平成７年７月 日、地元住民より、ばい塵飛散の苦情があり、県は同日現場確認14
を行うとともに、 社に立入りを行い、焼却施設等全体の徹底的な見直しや報告書RD
の提出等を指導した。同年９月 日、 社より報告書が提出された。13 RD
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〔評価〕
ばい煙・ばい塵に対する苦情に対しては、県は、苦情の都度、現地確認および 社にRD

対する立入りを行い、原因の究明と改善策の実施を指導するなど、個別的には対応を行っ
ているが、短期間に繰り返し苦情が発生したことを重視し、廃棄物処理法第 条の規定18
に基づく報告の徴収等により、産業廃棄物処理施設の技術上の基準、維持管理基準および
産業廃棄物処理基準違反についても検討し、必要であれば、改善命令等の行政処分を発動
するなど、より積極的に法に基づく監督権限の行使を検討すべきであった。
また、ばい煙・ばい塵の事案に限らず、苦情に対する対応に際し、その原因を積極的に

究明し姿勢が県には欠けていたように思われるが、積極的な原因究明を行うことが、別の
違法行為の早期発見に繋がることもあり、結果として問題の早期是正につながるという姿
勢で対応すべきであったのではないか。

（平成７年５月～平成８年９月）７．不適正保管産業廃棄物に対する対応
〔概要〕

社は、平成５年頃から産業廃棄物の不適正保管を行っており、県の口頭による指導RD
にもかかわらず、改善は行われなかった。
平成６年には、 社は、木くず約 ㎥を処分場内に仮置きするとともに、第２処RD 6,000

分場の設置許可を得ることを前提として産業廃棄物を受け入れており、その受け入れた産
業廃棄物が山積みされていた。これらの不適正保管に対し、 社は同年９月 日に顛末RD 30
書を提出し、併せて同年 月までに木くずを処理し、山積みの産業廃棄物約 ㎥に12 20,000
ついてはリサイクルのための選別後、残る ㎥を第２処分場で処分することを内容10,000
とする改善計画を提出したが、是正は行われなかった。
平成７年になって、産業廃棄物の排出事業者より、 社の廃棄物の山積状態についてRD

指摘があり、県は改めて指導を行った。不適正保管の廃棄物は、木くず約 ㎥、廃プ5,000
ラスチック約 ㎥、残土系廃棄物約 ㎥であり、同年５月 日に 社から同3,000 100,000 24 RD
年８月までに、木くずおよび廃プラスチックについては全量処理し、残土系廃棄物はその
半分を処理することを内容とした是正計画が提出され、県も今回の是正計画を実施しない
場合は行政処分も考えている旨を 社に伝え、本件是正計画を受理し、 社は同年５RD RD
月から８月までの間、各月末現在の是正計画の実施状況を県に報告した。
同年９月 日、 社より本件是正計画の完了報告があり、県は同年９月 日に現地13 RD 25

確認を行い是正を確認した。併せて、 社より残りの残土系廃棄物についての処理計画RD
が提出された。
その後、県は平成８年５月頃まで継続して指導を行ったが、残り ％の残土系廃棄物50

の不適正保管は改善されず、また、同年４月 日および５月 日には不適正保管との関30 15
係は必ずしも明らかではないが、廃プラスチック集積場所にて火災が発生した。

〔評価〕
現存する書類からは、平成５年から６年にかけての一連の不適正保管の内容およびそれ

に対する県の対応は必ずしも明らかではないが、平成７年になって排出事業者の指摘を受
けたことにより再度の指導を開始するまで、口頭による指導を行っても不適正保管が改善
されない状態を事実上放置していたことは不適切であった。
また、平成７年からの指導も含め、旧厚生省通知『産業廃棄物に関する立入検査及び指

導の強化について （平成２年４月 日付衛産第 号）においては「措置すべき事項を』 24 30
指示する場合は文書により行うこと」とされており、本件事案については指導は文書で行
うことが適切であった。また、職員ヒアリングによると、時期は特定できないが、立入検
査に関して事前通告して行う場合もあったとの証言があった。同通知では、立入検査は原

、 、則抜き打ちで行うこととされており 社へ事前通告して行われた立入検査についてはRD
不正や違法行為の発見に全く支障がなかったとはいえないと考えられる。

、平成７年８月末に木くずおよび廃プラスチックならびに残土廃棄物 ％の是正完了後50
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残土系廃棄物の残り ％の是正は進まなかったが、県は同年 月末から約３ヶ月 社50 11 RD
への立入りを行わず、状況の把握を怠っていた。その後、平成８年５月まで残りの是正が
進まなかったが、県は、平成８年９月に 社の産業廃棄物処理業の許可の更新時期を迎RD
えることから、それまで是正の猶予を認めるような対応をしているが、本件不適正保管事
案は平成５年から継続している事案であり、平成６年頃には県の担当者が 社の管理運RD
営能力に疑問を呈していたことや、本件不適正保管事案以外の過去の法違反に対する指導
の経緯等も踏まえ、是正が早期になされないのであれば、産業廃棄物処分基準違反の処分
として、廃棄物処理法第 条の３に基づく改善命令または産業廃棄物処理業者に対する19
業務停止命令の発動を検討すべきであり、一連の県の対応は不適切であった。
２回の火災発生に関しては、 社から報告書の提出はあったものの、報告書で第三者RD

、 、に委託したとされる原因究明について その後報告があったかどうかは明らかではないが
最終処分場からの火災発生という事態にも係わらず、口頭での指導に留めていたが、火災
発生の原因の究明と再発防止策について、廃棄物処理法第 条の規定による報告の徴収18
を行い、また、維持管理基準違反に当たるとして改善命令の発動を検討するなど、法に基
づく監督権限の行使を検討すべきであった。

（平成８年９月７日）８．産業廃棄物処理業の更新許可
〔概要〕

社は、平成８年９月６日に産業廃棄物処理業の許可期限が到来することから、同年RD
８月 日に産業廃棄物処理業許可更新事前審査願を草津保健所に提出した。草津保健所21
は同月 日に当該事前審査願を県庁環境整備課に進達し、同課は同日これを収受した。22

30その後、環境整備課において、申請書類の内容を事前審査するとともに、同年８月
日には許可更新に伴う立入検査が行われ、その結果、更新を認めることとする方針とされ
た。なお、同日の立入検査時においては、前記の産業廃棄物の不適正保管について、山積
み状態は解消されていた。
平成８年９月４日付けで正式に産業廃棄物処理業許可申請書が受付され、県は廃棄物処

理法第 条第３項各号の許可基準に適合しているものとして、平成９年９月７日に更新14
許可をした。

〔評価〕
、 、県は 廃棄物処理法に規定する産業廃棄物処理業の許可基準に適合しているものとして

更新許可を行っているが、前記のとおり、平成５年頃から平成８年までの長期におよぶ産
業廃棄物の不適正保管事案があったこと、県の是正指導に対しても 社が真摯に対応しRD
たとは言い難いこと、それ以前に許可区域外の掘削・埋立ての法違反を疑われる行為や、

、 、ばいじん・ばい煙の苦情等により県の指導を受けている経緯があること 平成６年頃には
県の担当者が 社の管理運営能力に疑問を呈していたこと等から、更新許可の審査に当RD
たっては、法第７条第３項第４号ホの「その業務に関し、不正又は不誠実な行為をするお
それがあると認めるに足りる相当の理由がある者」という欠格要件、いわゆる「おそれ条
項」の適用による不許可処分を検討するべきであった。この「おそれ条項」の適用の可否
については、旧厚生省通知『産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処理業の許可事務
取扱要領について （平成５年２月 日付衛産第 号）で示されており、その中には廃』 25 20

、 、棄物処理法等の法令に係る違反を繰り返し 行政庁の指導等が累積している場合であって
その資質及び社会的信用の面から適切な業務運営を当初から期待できないことが明らかで
ある場合は、不許可処分をすることができるとしている。
なお、この「おそれ条項」の適用に際しては、同通知では、旧厚生省との事前協議を求

めており、また、当時は廃棄物処理業の許可は国の機関委任事務であったことから、必ず
しも県の意向だけで不許可処分ができるものではないと考えられるが、少なくとも「おそ
れ条項」の適用を視野にいれた旧厚生省との協議を行う必要があったのではないか。

９．改善命令および産業廃棄物処理施設の変更許可等
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（平成 年６月２日～平成 年７月３日）10 10
〔概要〕
ア 改善命令の発動等
平成 年６月２日、県は、 社に対して許可区域を越えて産業廃棄物が処分され、10 RD

法面が計画勾配を超え、産業廃棄物の飛散、流出の危険があり、産業廃棄物処理施設の
維持管理基準違反にあたるとして、廃棄物処理法第 条の３に基づき、維持管理準に15
適合するように改善を行うこと、同月８日までに是正計画書を提出し、承認を得ること
を内容とする改善命令を行った。同日、 社は産業廃棄物の超過分の一部を外部へ搬RD
出すること、法面勾配の是正を行うこと等を内容とする是正計画書を提出した。
また、同日付で、産業廃棄物処理施設の変更許可を受けずに埋立面積および容量を超過
したことは遺憾であるとして、改善計画書の提出を求める文書指導を行った。
同年 月 日、県が栗東町（当時）と共に 社に立入りを行った際に、第２処分11 11 RD

場を ｍ× ｍ×深さ にわたり、掘削していた（深掘り）ことが判明し、県は産30 50 20m
業廃棄物で埋め戻さないように指示した。
その後、当初の是正計画にはなかったこの掘削について、 社から当初是正計画のRD

変更という形で申し入れがあり、県はこの是正計画の変更を認めることとしたが、同年
、 、12 RD月１日には 社より 県の指導に反して深掘箇所に産業廃棄物を投入していたこと

先の当初是正計画の変更の申し入れに係る報告書は虚偽の内容であったこと等の報告が
あった。

、 『 』この一連の行為に対し 県は同年 月 日に 産業廃棄物処理施設の改善について12 16
と題した文書を 社に送付し改善を指導するとともに、今後不誠実な行為があった場RD
合には、産業廃棄物処理業の許可取消しを含む行政処分を行う旨を伝え、これに対し同
月 日には 社から誓約書が提出された。21 RD

17 25また 同月 日には 県は深掘箇所の産業廃棄物の搬出および掘削の確認を 同月、 、 、
日には栗東町立会のもと、深掘箇所の良土による埋め戻しを確認した。

イ 産業廃棄物処理施設の変更許可等
社は、平成 年６月３日付けで第１処分場および第２処分場の面積および容量拡RD 10

大に係る産業廃棄物処理施設変更許可事前審査願を、同月４日付けでガス化溶融炉の新
規設置に係る産業廃棄物処理施設設置許可事前審査願をそれぞれ草津県事務所に提出し
た。草津県事務所は、同日、これらの事前審査願を県庁環境整備課に進達し、同課は同
日これらを収受した。
その後、環境整備課において事前審査を行った後、同月 日付けで正式にこれらの12

許可申請書が受付され、県はそれぞれ廃棄物処理法第 条第２項各号の許可基準に適15
合しているものとして、平成 年７月３日に第１処分場および第２処分場については10
変更許可を、ガス化溶融炉については設置の許可を行った。

35,385 23,386 292,943なお、変更許可後の第１処分場の面積は ㎡（変更前 ㎡ 、容量は）
183,150 9,276 8,652 122,437㎥（変更前 ㎥ 、第２処分場の面積は ㎡（変更前 ㎡ 、容量は） ）

㎥（変更前 ㎥）の増加となり、変更前に比べると合計では面積で ㎡、容59,550 12,622
量で ㎥の増加となっている。172,680

〔評価〕
廃棄物処理法第 条の３は 「都道府県知事は （中略）期限を定めて当該産業廃棄物15 、 、

処理施設につき必要な改善を命じ、若しくは期間を定めて当該廃棄物処理施設の使用の停
止を命ずることができる 」と規定するが、本件改善命令には是正計画書を提出し、県の。
承認を得る期限は定められているものの、改善の履行期限については定められておらず、
適正な改善命令の履行を担保することができないため、その点は不適切であった。
また、前年度である平成９年度の書類が全く残っていないため、本件改善命令に至る経

緯については不明であるが、 社が提出した是正計画は、許可容量を超過した産業廃棄RD
物の一部を搬出し、残りの産業廃棄物は同年５月 日に埋立を廃止している第１処分場27
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および第２処分場の規模拡大の変更許可により対応するというもので、事実上、変更許可
とセットとなった是正計画である。また、是正計画が改善命令と同日に提出されているこ
とからも、事前に県と是正計画の内容についてすり合わせていることが推定される。
このような、違法行為の追認とも受け取れる是正内容となった理由として、県は、許可

容量の超過した産業廃棄物の全量を処分場外へ搬出させることも検討したが、地元自治会
と 社との間で車両台数の制限があるため、容量超過分の全量を処分場外へ搬出するにRD
は約９年半を要し、周辺生活環境への影響が懸念されることや、防災上の観点から重大な
支障を及ぼす可能性があることから、 社に場外搬出をできるだけ行わせた上で、産業RD
廃棄物の飛散流出を防ぐため、処分のための容量の増加を変更許可したと説明している。
しかし、産業廃棄物の処分場外への搬出に約９年半を要することによる周辺生活環境へ

の影響を考慮して、このような是正計画を認めることは本末転倒であり、むしろ許可容量
をはるかに超えた産業廃棄物が処分場内に存在することによる周辺生活環境の影響を重視
し、地元住民の理解と協力を得て、許可容量を超過した産業廃棄物の全量撤去を前提とし
た是正計画を策定させることが必要であったのではないかと思われる。
仮に、許可容量超過分の産業廃棄物について全量撤去を行わせたり、本件改善命令の履

行中にＲＤ社が深掘りを行い、産業廃棄物を埋立てしていた事実から、他にも同様のケー
1.8スがあるのではないかとＲＤ社を追及し、調査を行っていれば、最終的に許可容量の

倍の産業廃棄物が埋立てられていたという処分場の全貌がこの時点で明らかになっていた
可能性もあり、同社の責任をうやむやにするかのような変更許可を行ったことおよび変更
許可とセットになった是正計画を受理したことは、ともに失当であったといわざるを得な
い。
また、変更許可を受けずに処分場の規模の拡大を行ったことおよび改善命令発動後の
社の不誠実な行為に際しても、県は依然として文書指導に留めているが、処分場の規RD

模の無許可変更は明確な廃棄物処理法に違反する行為であり、また、是正計画の変更に関
し虚偽報告を行ったことについては、改善命令に従わなかったものと解することも可能で
あることから、これらを理由として 社に対して業務停止命令を発動するなど、毅然とRD
した対応をとるべきであった。
なお、処分場の変更許可と同時に、 問題が大きく取り上げられる端緒となったガスRD

化溶融炉の設置許可が行われている。 社が、ガス化溶融炉設置許可の事前審査願を県RD
に提出した直後の平成 年６月 日には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を10 17
改正する法律（平成 年法律第 号）が施行される予定となっていた。9 85
この改正法においては 「住民の環境意識への高まりや環境負荷増大のおそれに対する、

不安の下で、廃棄物処理施設設置をめぐる地域紛争が多発している状況を踏まえ、地元住
民等の意向が適切に反映され、個々の施設が地域ごとの生活環境の保全に十分配慮された
ものとなるよう、施設の設置許可手続の見直し （旧厚生省通知『廃棄物の処理及び清掃」
に関する法律の一部改正について （平成 年５月７日付生衛発 号 ）が行われてお』 ）10 780
り、具体的には産業廃棄物処理施設の設置許可の申請に際しての環境影響評価書の添付、
許可申請書等の告示および縦覧、利害関係者の意見書の提出等が新たに手続に盛り込まれ
た。ただし、平成 年６月 日以前に許可申請があったものについては、これらの新た10 16
な手続は適用されず、旧法の手続によるものとされていた。
ガス化溶融炉の設置許可の申請が正式受付されたのは、同月 日付けであることから12

改正法の規定は適用されず、許可申請を受理することに問題はなかったが、当時、ガス化
溶融炉が新しい技術であったことや、 社の一連の過去の経緯から地元住民の間に不安RD
・不信があったこと等を考慮すると、前記の改正法の趣旨を十分に踏まえて、改正法によ
る産業廃棄物処理施設の設置手続によることを行政指導する等の慎重な対応が必要であっ
たと思われる。
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第２期 《 硫化水素ガス発生から４項目の改善命令まで(H11.10.12～H13.12.25) 》

( 平成 年 月～平成 年 月 )１．硫化水素ガス発生後の対応 11 10 13 12
〔概要〕
平成 年 月 日、住民から警察署および消防署に「有毒ガスが発生している」と11 10 11

の通報があり、県は翌 日に、栗東町および消防署の立会いのうえで現地確認調査を行12
い、処分場東側の排水溝で５０ を超える硫化水素ガスを確認した。ppm

10 28県は 住民団体から硫化水素の発生原因を突き止めるなどの緊急申入れを受け 月、 、
日には、住民と共同して処分場内の廃棄物サンプリング調査を行い、ＲＤ社に対しては、
硫化水素ガスの発生原因が究明されるまでは、改善命令に係る是正工事を中止するよう要
請した。また、硫化水素ガスの発生原因の究明と対策のため、 月 日に最終処分場硫11 27

12 21 12化水素調査委員会設置し、調査委員会からの助言を受けながら、 月 日から、平成
年６月にかけて配水管周辺の準備調査、処分場内２か所でのボーリング調査、ガス抜き管

13敷設のためのメッシュ調査およびガス抜き作業などを実施させた 調査委員会は 平成。 、
年５月 日まで８回にわたり開催され、硫化水素の発生以降実施された廃棄物掘削調査16
や地下水調査などの結果をもとに、平成 年６月に報告書がとりまとめられた。13
一方、県では、ＲＤ社に対し、埋立品目を確認するため、これまでの埋立処分実績など

について、平成 年１月 日に廃棄物処理法第 条に基づく報告徴収を行い、また、12 21 18
平成13年１月からは高濃度区域のケーシングによる廃棄物調査やボーリングによる地下水
等の調査を実施した。
県の住民対応については、その主なものとして、硫化水素発生の翌月に知事が処分場を

視察し住民代表と面談するとともに、翌年２月の住民集会に参加した。また、個々の住民
協議とは別に、県市共催で住民説明会が、平成 年２月から平成 年７月にかけて３回12 13
開催された。
このような経緯を経て、県は、平成 年８月 日に対策試案を、また 月 日には13 29 10 11

対策案を提示し、 月 日にＲＤ社に対して改善命令を発した。12 26

〔評価〕
ア．県の調査等への対応
平成 年 月の硫化水素ガス発生直後、上記概要のとおり、県は原因者である 社11 10 RD

をして、種々の発生原因調査を行わせるとともに、自らも、ケーシングやボーリング調査
を行った。 また、安定型処分場から硫化水素ガスが発生するという全国的にも例がない
ことから、県は最終処分場硫化水素調査委員会を設置し、その発生原因の究明やその対策
に努めてきた。

、 、 、 、また 県の住民対応では 調査の実施においては住民に説明や協議を行うとともに 県
市共催の住民説明会が開催され、さらに、ＲＤ社へ改善命令を発する際には、対策試案や
対策案を事前に示し住民と協議しており、硫化水素発生後の調査や住民説明については、
周辺住民の不安の解消に向けて一定の対応がなされていた。
住民ヒアリングでは、硫化水素ガス発生の確認以前に、処分場の臭いを「近くの工場の

臭いや 「どこの処分場でも臭いはする」などの県職員の問題発言があったとされる発言」
があったが、ガスが発生していたのか、またその対応がなされたのか、そのような発言の
真偽は記録が確認されず、不明であったが、少なくとも、住民と県とのこのようなやり取
りについては、住民からの苦情や情報があった場合は、職員個々がその場で対応するだけ
でなく、その都度その経過および内容をできるだけ詳しく記録、整理し、県が組織として
対応すべきであったと考えられ、この観点から、県の当時の住民対応については、不十分
ではないか。
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イ．業者への対応
硫化水素発生後、県は直ちにＲＤ社に対し、廃棄物処理法第18条に基づく報告の徴収を

行うとともに、処分場内の是正工事の中止や処分業の自粛要請、また、硫化水素ガス発生
原因の究明と対策についての文書指導を行い、メッシュ調査やガス抜き作業などを実施さ
せてきた。
これらの一連の経過を見る限り、業者への指導については順次進められ、一定の対応が

なされていた。
県は、当時全国的にも例を見ない硫化水素ガス発生という事態を受けて 「原因者であ、

るＲＤ社の責任において是正させる」ことを前提に、一つひとつの問題の解決に取り組む
基本姿勢で臨んできたが、すべての住民要望を直ちに解決することは困難であると考えら

、 、 、 、れるものの このような住民要望を十分把握し 整理検討したうえ その内容をしっかり
知らせるとともに、適切な対策等を講じながら、問題を解決していく努力が不十分ではな
かったのか。

( 平成 年 月～平成 年５月 )２．硫化水素調査委員会における対応 11 11 13
〔概要〕
県は硫化水素ガスの発生原因の究明と対策の策定を行うにあたり、専門家の立場から適

切なアドバイスを得るため、平成 年 月 日に学識経験者３名による硫化水素調査11 11 27
委員会を設置した。
その委員には、廃棄物全般に精通され、県環境審議会の廃棄物部会長や厚生省の生活環

境審議会の委員を務めた方などを選任し、委員長は委員の互選により、決定された。
同委員会は、同年 月 日から平成 年５月 日まで８回にわたり非公開で開催さ11 27 13 16

れたが、その会議終了後、地元住民等に検討結果など、その概要が説明がされている。

〔評価〕
硫化水素調査委員会は、硫化水素ガスの原因の究明とその対策を検討するために設置さ

れたものであり、委員は、硫化水素問題などの専門的知識を有する学識経験者から選任さ
れており、調査委員会の設置目的に照らして、委員選任に問題は見当たらない。
調査委員会については、①委員会の意思形成に支障が生じるおそれがある。②公正かつ

円滑な議事運営に支障を生じるおそれがあり、自由な意見または情報の交換が妨げられる
可能性が高いことから、非公開として会議が運営された。そのため、このことを補完する
意味から、当時の「附属機関等の会議の公開に関する指針」(平成11年12月７日決定)に基
づき、県は、委員会終了後、速やかに報道機関および地元代表に会議資料の公開や検討結
果の公表、概要の説明を実施している。しかし、調査委員会は、硫化水素の原因究明のた
め、科学的、専門的な見地から、事実解明がなされるものと考えられ、非公開事由とされ

。 、る委員会の意思形成や自由な意見や情報の交換に与える影響は少ないと考えられる また
住民不信を招かないよう、その理解を得るためには、議論の過程から透明性を高めること
が必要であり、委員会の公開は必要であったのではないか。

( 平成 年 月～平成 年 月 )３．ガス化溶融炉の導入反対に対する対応 11 12 12 12
〔概要〕
既に第１期の検証で述べたとおり、県は、ガス化溶融炉の設置のためにＲＤ社から提出

された平成 年６月 日付産業廃棄物処理施設設置許可申請について、平成 年７月10 12 10
３日に許可を行った。
周辺住民等からは、ＲＤ社に対する不信感や新技術であったガス化溶融炉に対する不安

等から平成 年 月頃から翌年 月頃まで、ガス化溶融炉の試運転中止の指導や業者11 12 12
を交えた合同説明会開催等の要望・要請が県に多数寄せられた。
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また、ＲＤ社は平成 年 月１日、公害紛争処理法(昭和 年法律第 号）に基づ11 11 45 108
き、滋賀県公害審査会に対し、地元住民を相手方とし「ガス化溶融炉システムおよび申請
人の業務内容の点検、調査等についての然るべき協定の締結」を請求事項とした調停を申
し立てた。これに対して、住民側も平成 年４月３日、同審査会に対してＲＤ社を相手12
方にした調停を申し立てた。その後、ＲＤ社申立ての調停については９回、住民側申立て
の調停については８回の調停期日を重ね、その中で平成 年 月には調停委員会から中12 11
間合意案が提示されたものの、住民側の受入れ拒否により、結果的には共に調停申請の取
下げという形で調停は不調に終わっている。
一方、住民のガス化溶融炉の試運転に対する不安が高まる中で、県は、ガス化溶融炉の

稼働の前提となる使用前検査への対応として、新たに滋賀県廃棄物処理施設の使用前検査
に係る取扱い要綱を制定し、一定期間の試運転により施設の性能を確認した後に、稼働を
認めるか判断することとした。また、平成 年 月および平成 年１月の硫化水素ガ11 10 12

、 、ス発生を受けて 硫化水素問題についての理解が得られた上でガス化溶融炉の使用前検査
試運転に当たっていくという方針を打ち出し、事実上、住民の理解が得られない限りは使
用前検査を行わないとこととした。
結局、ガス化溶融炉は概ね完成したものの、一連の硫化水素問題を受けて、ＲＤ社が営

業を自粛するという状況の中、平成 年２月７日にＲＤ社からガス化溶融炉を廃止する13
旨の産業廃棄物処理施設軽微変更届が提出され、ガス化溶融炉は稼働することなく、解体
撤去された。

〔評価〕
ガス化溶融炉について、県は、産業廃棄物処理施設の設置許可は適正に行われたとしな

がらも、硫化水素問題による住民のＲＤ社への不信、ガス化溶融炉への不安の高まりを受
けて、新たに要綱を制定したり、事実上、住民の理解が得られない限りは稼働の前提とな
る使用前検査は行わない方針とするなど、住民に配慮した一定の対応は行っていると思わ
れる。
しかし、住民からの要望に対する回答等において、やや丁寧な説明に欠けていたと思わ

れる点も見受けられ、その点は反省すべきであった。

( 平成 年４月～平成 年６月 )４．経堂池に係る要望に対する対応 12 12
〔概要〕
最終処分場の下流に位置する経堂池に関して、平成 年４月 日付けで、地元自治会12 14

から、県に対して、透明度、水質の水素イオン濃度、化学的酸素要求量および浮遊物質量
。 、に関する対策や硫化水素発生原因調査作業による汚水流入対策の要望がなされた さらに

同年６月２日付けで、経堂池の水を抜いたうえ池の底のヘドロを除去するとともに、処分
場からの流入地下水を防ぐための防護壁の設置の要望がなされた。
なお、最終処分場からの排水が周辺の生活環境に与える影響を調査するため、栗東町が

平成 年９月８日および 月 日に、底質調査および水質調査を行ったところ、環境11 11 17
基準等に比べていずれも問題がないことが判明している。

〔評価〕
地元自治会から経堂池の浄化対策等について、県に要望があったが、経堂池の水質につ

いては、栗東町による経堂池や処分場周辺の水質調査や、県がＲＤ社の破産後に実施した
調査においても、いずれも環境基準を満たしていることから、県が処分場問題の対策とし
て、経堂池の浄化対策等を実施することは困難と考えられる。

( 平成 年 月～平成 年５月 )５．地下水および掘削委託調査に係る対応 12 12 13
〔概要〕
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硫化水素問題の原因究明等については、硫化水素調査委員会からの助言を得て、 社RD
に調査を実施させてきたが、平成 年７月 日に硫化水素ガス発生に係る処分場の実態12 13
解明と有害物質の除去など適正な処理に関して、県議会で請願書が採択され、県として予
備費により委託調査を実施することにした。
調査は、埋め立てられた廃棄物の分布状況および最終処分場に起因する地下水への影響

、 、等を把握するための 平成 年 月 日契約の地下水等調査業務(平成 年度第１号)12 12 28 12
また、硫化水素の発生原因を究明するための、平成 年 月 日付け契約の最終処分12 12 19
場掘削調査業務(平成 年度第２号)をいずれも同じ調査会社に委託して実施した。12

〔評価〕
この調査については、県は、硫化水素問題の実態解明にあたり、本来ＲＤ社を指導し、

経費を負担させて対応させるのを原則としていたが、住民の不安解消のため、県議会で請
願書が採択され、自ら積極的に地下水調査や掘削調査に緊急に対応した。

、 、処分場の掘削調査について 硫化水素の発生原因を究明するための廃棄物の分析として
行われたものであり、発生原因の究明という目的は概ね達成されたと思われる。しかしな
がら、当時このような事例がなかったため、分析において、分析試料の前処理の方法が、
熱風乾燥後に揮発性有機化合物を測るという独自手法で行われており、公定法であるＪＩ
Ｓの規定によらず、とりわけ揮発性有機化合物等に係る当該分析結果は廃棄物中の含有実
態を正確に表していないものと住民から抗議を受け、指摘されたもので、このことについ
ては、県議会においても謝罪されており、適切を欠くものと認められる。
また、住民ヒアリングで、前記の二つの調査業務の成果物が重複していると指摘された
、 、 、が 仕様書と成果物を照らし合わせたところ 成果物には参考に添付され重複しているが

両調査に係る分析経費面で重複して計上していないことが認められた。

( 平成 年２月 )６．埋設ドラム缶の情報に対する対応 13
〔概要〕
平成 年頃、住民団体からＲＤ社の元従業員に聴き取った内容として、処分場内に大12

量のドラム缶や医療系廃棄物、汚泥、焼却灰等が埋めたてられたとの情報が県に寄せられ
た。

、 、 、また 県が実施するケーシング調査にあわせ 住民団体から平成 年２月１日付けで13
に埋設場所や証言者の発言テープや弁護士立会のもと作成した調書を提出する旨の文書が
提出されたが、県が証言内容を直接確認することが必要であることしたことや、具体的な
埋立箇所がはっきり特定されないことから、当時、結局ドラム缶の調査は実施されず、平
成 年６月の改善命令の履行期限後に行われた。17

〔評価〕
県は、ＲＤ社に掘削を指導するためには、元従業員の証言内容を県が直接確認すること

が必要であるとし、その確認ができないうちは、ドラム缶の調査をＲＤ社に指導し、実施
させることはできないとしていた。これは、当時は廃棄物処理法に基づく立入検査権限の
行使として掘削調査を県自ら行うことができるという解釈が国から示されていなかったこ
ともあって、ドラム缶の調査のための掘削の実施はＲＤ社に対する行政指導という形にな
らざるを得ず、そのためには県が直接ドラム缶の埋設情報を確認する必要があると考え方
であったと思われる。
しかし、ドラム缶は安定型品目である金属くずであるものの、ＲＤ社に許可された品目

ではなく、それを処分場に埋立てすることは廃棄物処理法違反の疑いが濃厚な行為である
、 『 』（ ）とともに 環境省通知 行政処分の指針について 平成 年 月 日付環廃産 号13 5 15 260

によると、産業廃棄物処理業の取消処分相当の行為と考えられる。また、ドラム缶の内容
物によっては、生活環境保全上の支障が生じるおそれもあると考えられる。
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平成13年12月に発動された改善命令の工事完了後の平成17年９月に県はＲＤ社に調査の
実施を指導し、ＲＤ社が掘削を行った結果、住民団体からの情報提供どおりの場所からド

、 、 、 、ラム缶が発見されていることから 県は当時 産業廃棄物処理業の許可権者として また
生活環境保全上の支障の発生を未然に防止するという観点からも、元従業員からの直接聴
取にこだわらず、ＲＤ社や許可関係書類から判明している役員および従業員に対する廃棄
物処理法第18条に基づく報告の徴収や任意の照会等により、県としての情報の評価、確認
を行うべきであったのではないか。

( 平成 年９月７日 )７．産業廃棄物処分業等の更新許可 13
〔概要〕

社は、硫化水素ガス発生後、県の自粛要請に応じ平成 年１月 日から処分場のRD 12 25
所在する小野事業所での産業廃棄物処分業を自粛していたが、産業廃棄物収集運搬業およ
び六地蔵事業所での産業廃棄物処分業（中間処理：破砕）については事業を行っていた。
そのような状況の下、産業廃棄物収集運搬業および産業廃棄物処分業（中間処理）の許可

、 、 、の更新時期が到来したため 社は 自粛中の小野事業所における中間処理についてはRD
許可の更新を断念し、産業廃棄物収集運搬業および六地蔵事業所での産業廃棄物処分業に
ついて、平成 年８月 日に産業廃棄物処理業許可事前指導願を湖南地域振興局に提出13 27
した。同振興局は同日付けで県庁廃棄物対策課に当該事前審査願を進達し、同課は同日付
けでこれを収受した。
県は、産業廃棄物収集運搬業については、同年９月４日付けで産業廃棄物収集運搬業許

可申請書を正式受付し、当該許可申請が廃棄物処理法第 条第３項各号に規定する許可14
の基準に適合しているものとして、同月７日付けで更新を許可した。
一方、産業廃棄物処分業については、同年８月 日、 社の立会のもとに、許可更新31 RD

に伴う現地調査を実施し、その結果、申請内容と整合しているとして、同年９月４日付け
で産業廃棄物処理業許可申請書を正式受付し、当該許可申請が廃棄物処理法第 条第６14

、 。項各号に規定する許可の基準に適合しているものとして 同月７日付けで更新を許可した

〔評価〕
廃棄物処理法第 条第３項第１号および第６項第１号は、産業廃棄物収集運搬業およ14

び産業廃棄物処分業の許可の基準として 「その事業の用に供する施設及び申請者の能力、
がその事業を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして環境省令で定める基準に適
合するものであること」と規定し、この規定を受け、廃棄物処理法施行規則第 条およ10
び第 条の５は申請者の能力に係る基準として「産業廃棄物の収集又は運搬（処分）を10
的確に、かつ、経理的基礎を有すること」と規定している。
この経理的基礎の有無の判断については、必ずしも明確な基準があったわけではないと

思われるが、旧厚生省通知『産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処理業並びに産業
廃棄物処理施設の許可事務の取扱いについて （平成 年９月 日付衛産第 号）にお』 12 29 79
いては、この経理的基礎について「事業を的確かつ継続して行うに足りる経理的基礎を有
すると判断されるためには、利益が計上できていること又は自己資本比率が３割を超えて
いることが望ましいものと考えられる。財政状態については、少なくとも債務超過の状態
でないことが相当である」としており、また、環境省通知『行政処分の指針について 』
（前掲）においては、産業廃棄物処理業の許可の取消要件の中で「債務超過に陥っている

、 」 。法人等については 経理的基礎を有しないものと判断して差し支えないこと としている
本件許可申請においては、添付書類として 社の平成 年度から平成 年度（９月RD 10 12

決算）の３年分の決算書類が添付されているが、直前期である平成 年９月期において12
は約２億円の債務超過となっていた。したがって前記各通知に照らし、経理的基礎を有し
ないものと判断することも可能であったと思われるが、現存する許可関係書類には経理的
基礎の有無についてどのように検討し、判断をしたのかについての記載はない。許可に当
たっては、硫化水素ガス発生後の状況や、その後の改善命令の発動までも視野にいれ、原
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因者である 社に費用負担をさせるという観点もあったものと思われるが、許可をするRD
という判断を行うのであれば、少なくとも旧厚生省通知にあるように、金融機関等からの
融資の状況を証明する書類や中小企業診断士の診断書等を必要に応じて提出させるなど、
経理的基礎を有するという確認を慎重に行うべきであり、その点について本件許可申請の
審査は不適切であった。

( 平成 年９月 日 )８．業者への事業の全部停止処分 13 25
〔概要〕
ＲＤ社が処分場隣接地に兵庫県尼崎市の事業場から受託した放射性廃棄物の埋立処分を

、 、 、行ったという情報があり 当該事業所からの事情聴取結果に基づき 平成 年６月 日12 22
ＲＤ社に掘削を行わせたところ、許可区域外に産業廃棄物(チタン酸カリウムの焼成に際
して使用された廃トレー)が発見された。調査の結果、当該廃棄物は、平成５年１１月か
ら平成７年５月までに、１１回にわたり約１００ｔの埋立処分を行ったことが判明したた
め、平成 年９月 日、県は埋立廃棄物を撤去のうえ適正処理するよう文書指導し、Ｒ12 13
Ｄ社は 月 日に撤去作業に着手した。10 13
放射線量測定の結果は問題なかったが、当該行為に対して、最終処分場の規模変更届出

義務に違反したとして、平成 年９月 日に、廃棄物処理法に基づく事業の全部停止処13 25
分（ 日間：平成 年 月 日から 月 日まで）を行った。30 13 10 25 11 23
なお、県はあわせて、同日、小野事業所において、許可期限を残す特別管理産業廃棄物

処分業（平成 年６月 日まで有効）について、社会的にも無用の混乱を生ずるおそれ15 27
12があるため、廃止届を提出するよう文書指導を行った。また、県の指導により、平成

年１月から、 社は当面硫化水素ガスの濃度が低下するまで周辺住民への不安を少なくRD
するため、産業廃棄物処分業許可（中間処理業）の自粛を実施していた。

〔評価〕
県は、平成 年９月 日付けで、最終処分場の規模を隣接地まで変更したにもかかわ13 25
、 、 、らず 変更届をしなかったことにより 最終処分場の規模変更届出義務に違反したとして

廃棄物処理法第 条の３第１項および第 条の６に基づく事業の全部停止処分を行った14 14
が、この処分については、平成 年５月 日付け、環廃産第 号の「行政処分の指針13 15 260
について」の通達の第２第３項( )「処分内容の決定」に基づきなされており、適正であ3
った。
併せて、平成12年１月以降、ＲＤ社により特別管理産廃物処分業も含め、産業廃棄物処

分業許可の自粛がなされてきたが、平成 年６月 日まで有効の特別管理産廃物処分業15 27
の許可の廃止届の提出を求める文書指導が同年９月 日なされているが、遅くとも産業25
廃棄物処分業（中間処理）の許可の更新時期の９月７日の際には行われる必要があったの
ではないか。
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◎ 第３期 《 ４項目の改善命令から破産まで(H13.12.26～H18. 6.19) 》

（ 年 月 日）１．業者への改善命令 H13 12 26
〔概要〕
県は、平成 年 月 日、処分場内から発生した硫化水素ガスに対する抜本的な対13 12 26

策が講じられていないことや平成 年１月に実施した周縁地下水、浸透水調査結果によ13
り、水質が維持管理基準に適合していないこと、また平成 年度に判明した第２処分場10
内の深掘りによる地下水汚染の可能性が高いことなどから、①深掘り箇所における浸透水
の流出防止対策の実施、②水処理施設を設置し、処分場内の汚濁水および浸透水の水処理
の実施、③住宅近接側の法面の ｍ後退による処分場外への悪臭の発散防止、④上記対20
策に先立ち沈砂池を設置し、汚濁水の処理、を内容とする４項目の改善命令を発した。こ
の命令に対して、ＲＤ社は、平成 年２月 日環境省に対し、改善命令①廃棄物の掘削14 23
移動および浸透水の流出防止対策に関して審査請求の申立を行った。
平成 年６月 日に、ＲＤ社から②水処理施設の設置および④沈砂池設置に関して、14 28

改善命令の履行期限延長願いが出され、県は６月 日付けで同年 月 日までの期限30 11 30
の変更承認を認めた。これらの工事は８月６日に着工され、同１１月に本体工事が完了し
た。また、平成 年３月 日に、ＲＤ社から①深掘り是正工事に関して、改善命令の履17 31
行期限延長願いが出され、同日付けで同６月 日までの期限の変更承認を認めた。①の30
工事については、平成 年 月 日に着手され、薬液注入工事が翌年３月８日から開16 11 25
始され、同４月 日に終了し、その後５月６日に埋戻工事が開始され、６月 日に完了27 30

15 11 12した また ③法面の後退工事については 平成 年 月５日に事前調査を実施し 同。 、 、 、
月４日着工し、翌年３月 日完了している。10
なお、①の深掘り是正工事にかかる埋戻工事については、住民が平成 年３月 日に17 23

県監査委員事務局に住民監査請求を提出するとともに、同年５月９日に「処分場から掘り
出した廃棄物を現行法施行令に定める基準に違反すると知りながら同処分場に埋め戻させ
た」として、知事を刑事告発したが、平成 年４月 日付けで不起訴となっている。19 18

〔評価〕
平成13年12月の改善命令は、処分場外への硫化水素等の悪臭が発散の防止のための必要

、 、 、な措置が講じられておらず 浸透水の水質が維持管理の技術上の基準に適合せず さらに
深掘り箇所からの浸透水が地下水に漏出している可能性が大きく周縁地下水の水質悪化の
おそれが極めて高いにもかかわらず、生活環境の保全上必要な措置が講じられていないた
めに支障があるとするものであるが、産業廃棄物処理基準に適合しない産業廃棄物の処分

、 、 。が行われた事実は確認されていないことから 県が改善命令を発したのは 適正であった
しかしながら、ＲＤ社に命じた水処理施設が完成し、その試運転が平成１５年２月に行

われたものの、処理水の放流先をめぐってＲＤ社と関係自治会との調整が難航し、処分場
内の汚濁水および浸透水の改善のため水処理が必要なのに、現実的に水処理施設の本格稼
働が行われない状況が続いた。この点については、改善命令の履行責任は一義的にＲＤ社
にあるものの、その実効性の確保や命令の発動が県と地元との協議を踏まえて行われてい
る点からして、県としても、栗東市の協力を得るなどして、地元に対し理解と協力を得る
ための説明の努力が必要であったのではないか。
なお、履行期限の延長については、平成14年に住民団体や栗東市からそれぞれ県への迅

速な解決の要請があったり、県自らも知事をはじめ早期の問題解決を目指していたが、地
元住民との調整に日時を要したことや、また工事範囲の拡大や追加工事の発生などの事情
により、ＲＤ社から改善命令の履行期限の延長願いが出され、県がそれを承認したのはや
むを得ないと考えられる。
さらに、深堀穴改善工事の埋戻しについて、住民団体は、セメントを注入したうえ、掘

り出した石膏ボ－ド等をそのまま埋め戻したのは、違法と主張したが、その後、知事告発
では不起訴処分に終わっており、不適正とはいえない。
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（ 年６月～ 年 月）２．高アルカリ物質の流出等に対する対応 H14 H14 12
〔概要〕
周辺住民から寄せられた処分場から高アルカリの排水が流されているとの情報により、

平成 年５月 日に処分場内の６か所から採水し、分析した結果、１か所の排水管から14 24
ＰＨ の高アルカリの排水が確認された。このため、県は、６月 日、水処理施設設11.4 18
置工事施工計画や強アルカリ原因調査案について住民への事前説明を行うとともに、ＲＤ

、 。 、社に対して 原因の特定と原因物の除去を目的とした調査を行うように指導した 調査は
平成 年８月６日から 月 日まで行われ、セメント系廃棄物が高アルカリの原因物14 10 31
質と考えられ、約 ㎥を撤去させることとした。1,650
また、県は、同年11月 日、住民団体に高アルカリ調査結果等の説明を行った。住民26

団体からは 月 日に、高アルカリ排水原因調査についての今後の県の対応等について12 27
の要望書が提出された。

〔評価〕
県は、平成 年８月６日から、 社に高アルカリ排水原因の調査および改善命令の沈14 RD

砂池工事に合わせた原因物の撤去を実施させた。実施にあたっては、事前に原因調査案の
説明を行うとともに、撤去後は、その結果を住民団体に説明していることから、一連の高
アルカリ排水に対する対応は、概ね妥当であった。
しかしながら、原因物の除去後の是正効果については、平成15年度から処分場周縁地下

水等モニタリング調査を実施して確認しているが、ｐｈ値は全体的に見ると下降傾向にあ
るものの、依然として比較的高い９.０を超える数値を示している。
県は、平成14年12月27日付けの住民団体からの「ＲＤ産廃処分場における強アルカリ排

水原因調査についての要望書」に対して 「今後、徐々にｐｈ値は低下していくものと考、
えている。浸透水のｐｈ値が低下するまでの間、周辺環境に与える影響を極力排除するた
めに、水処理施設によって適切に処理を行わせていく」と回答しているが、水処理施設が
本格稼働していない状況にあっては、住民の理解は得られないこととなり、それにかわる
対策が必要かどうかを含め、対応を検討をする必要があった。

( 平成 年４月 日 )３．業者への措置命令 18 12
〔概要〕
ＲＤ社の元従業員からドラム缶埋設証言が住民団体等になされ、住民不安が広がってい

たことから、県は、平成１３年度の改善命令を履行したＲＤ社に対し、西市道側付近につ
いて、ドラム缶調査を行うよう指導した。その結果、平成 年９月 日、圧縮または破17 30
損したドラム缶５個が発見されため、同年 月 日から 日に、範囲を拡大してＲＤ12 16 22

100 69社に追加掘削調査を実施させたところ、さらに破損し、潰れたドラム缶 個、一斗缶
個、油状内容物の入ったポリタンク１個等を掘り出した。

18 20 RDこのため 県は 翌 年２月 日に 違法埋立ての時期や状況を確認するために、 、 、 、
社に廃棄物処理法第１８条に基づく報告徴収を求め、３月６日に文書回答を得た。
県は、ドラム缶等の違法埋立てが見つかったことに対し、同年４月 日、 社に①見12 RD

30つかったドラム缶 一斗缶 ポリタンクおよび木くずの除去および適正処理を同年６月、 、
日(一部９月 日)までに行うこと、②当該ドラム缶等により汚染された土および廃棄物30
等に対し、生活環境の保全上の支障が生じないよう同年９月 日までに対策を講じるこ30
と、を求めた措置命令を発令した。
なお、この措置命令は履行されないままに、平成 年６月８日、京都地方裁判所にお18

いてＲＤ社の破産手続きの開始が決定された。

〔評価〕
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ＲＤ社が安定型最終処分場で本来埋立処分できない産業廃棄物のドラム缶および木くず
を埋設処分した行為は、廃棄物処理法第１４条第１２項に違反しており、また、当該産業
廃棄物の漏出等により、周辺土壌や廃棄物等からは油汚染や土壌環境基準値を超えたダイ
オキシン類等が認められ、県が周辺住民に生活環境保全上の支障が生じないように、ＲＤ

、 、 。社および代表者佐野正あてに出した 同法１９条の５に基づく措置命令は 適正であった


